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文部科学省「学校基本調査」

大卒者の増加と
 

卒業後の進路の不安定化
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総務省「平成19年就業構造基本調査」

大卒若年層における非正社員の増加
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出典：平沢和司「高等教育拡大期における若年者の学歴・学校歴と初職」『2005年SSM

 シリーズ11

 
若年層の社会移動と階層化』

出身大学による格差化の進行
 （専門・大企業ホワイトカラー職）
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労働政策研究・研修機構、2006、『大学生の就職・募集採用活動等実態調査結果

 Ⅱ』JILPT調査シリーズNo.17．

出身大学による格差化の進行
 （非正社員・未定）
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社会経済生産性本部「新入社員意識調査」

新入社員の中で流動志向は減少
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社会経済生産性本部「新入社員の『働くことの意識』調査」

同時に仕事の面白さや能力・個性を
 

活かすことへの重視が強まる
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早期離職率は漸増が続く
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新規大卒者の３年目までの離職率の推移



データ出所：厚生労働省『労働経済白書』（2005年）

賃金の年功的上昇率の低下
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内閣府「今週の指標」No.892、データは「平成19年就業構造基本調査」

正社員と非正社員の間で
 

大きく異なる賃金構造
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「総務省

 
平成19年就業構造基本調査

 
結果の要約」３頁

正社員の長時間労働化が進行
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世界的に見ても異様な長時間労働
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厚生労働省「脳・心臓疾患及び精神障害等に係る労災補償状況（平成19年度）について」

心身を病む労働者の顕著な増加
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図12 若手社員の早期離職の原因（企業回答）

ﾃﾞｰﾀ出所：経済産業省「社会人基礎力に関する調査」（2005年）

早期離職をもたらす
 

採用時のミスマッチ
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図13 新卒採用プロセスの問題点

企業 大学 大学生

ﾃﾞｰﾀ出所：経済産業省「社会人基礎力に関する調査」（2005年）

採用時の基準や情報の不十分さ
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表１

 
新規大学卒・大学院卒の採用の際の重視項目別企業数割合

ﾃﾞｰﾀ出所：厚生労働省「雇用管理調査」（2004年）

曖昧で抽象的な採用基準
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日本の新卒就職の特異性
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大学の就職担当者から見た
 

新卒就職の問題点
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労働政策研究・研修機構『大学生の就職・募集採用活動等実態調査Ⅱ』調査

 シリーズNo.17,2006年

図15
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図16 学校教育の意義として「職業的技能の習得」を挙げた比率

（国別・最終学歴別、「第６回世界青年意識調査」）

後期中等教育

中等後教育

日本の教育の「職業的意義」の低さ
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図17 大学教育の「職業的意義」の国際比較

a.職業における大学知識の活用

度
b.満足のゆく仕事を見つける上で

役立つ
c.長期的キャリアを展望する上で

役立つ
d.人格の発達の上で役立つ

ﾃﾞｰﾀ出所：吉本圭一「大学教育と職業への移行」『高等教育研究』No.4,2001

日本労働研究機構『日欧の大学と職業』調査研究報告書No.143,2001

日本の大学教育の活用度の低さ

20



本田由紀「高校教育・大学教育のレリバンス」谷岡一郎他編『日本人の意識と行動』

 東京大学出版会、2008年

高校でも大学でも低い「職業的意義」
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本田由紀「高校教育・大学教育のレリバンス」谷岡一郎他編『日本人の意識と行動』

 東京大学出版会、2008年

専攻分野による「職業的意義」の違い
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若者は「職業的意義」の低さに不満

23
資料出所：（株）UFJ総研「若年者のキャリア形成に関する実態調査」（2004年厚

 生労働省委託調査）、厚生労働省『平成20年版労働経済の分析』118頁



学生にとって期待と取り組みの
 

ギャップが大きいキャリア教育

24ベネッセ「全国四年制大学生満足度調査」

図21



教員の協力・授業科目拡大が
 

キャリア教育の課題

25
労働政策研究・研修機構『大学生の就職・募集採用活動等実態調査Ⅱ』調査

 シリーズNo.17,2006年

図22
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日本の若年労働市場の模式図
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日本の「学校と仕事の関係」の特徴
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• 高度成長期～90年代初

・学校卒業とともに大半が正社員に移行
・しばしば学校や教員、OBが就職を斡旋・支援

・学校で職業能力を身に着けていることは期待されな
 い

＝赤ちゃん受け渡しモデル（⇔棒高跳びモデル）
• 90年代半ば以降

・正社員になるルートが細くなりもうひとつのルートが
 現れる（「ダブル･トラック化」）

・２つのルート間に二重の大きな隔たり
・非正社員ルートの出現が正社員ルートに影響



ダブル・トラックの背後にあるもの

• 両トラックの相対立する原理

・正社員：membership without job

→強固な参入制限、「包括的人事権」による職種・勤
 務地等のフリーハンド的決定、要員管理（マンパ

 ワー×労働時間＝業務量）の発想の欠落が生む過
 重労働、専門性の阻害が生む非効率性

・非正社員：job without membership

→membershipとして抱え込む価値の低い労働の切
 り出し、必然的に低スキルjobへの偏り

28



29

めざすべき若年労働市場の模式図

学校教育

企業外

教育訓練

企業外

教育訓練

正社員

非正社員

支援機関・

ユニオン

教育の職業的意義

・（ほどほどの）jobと（ほどほどの）membershipを通じたキャリア形成

・正社員・非正社員間の柔軟な移動と均等処遇



大学教育に何ができるのか

• 教育内容の「職業的意義」の向上
◆職業教育総論／職業教育各論（熊沢誠『若者が働くとき』ミ

 ネルヴァ書房、2006年）

＊総論－労働者としての基本的権利、雇用情勢、職種別労
 働時間・賃金等

＊各論－特定の職業分野に関する現実・歴史・展望・意義・
 課題等とそこで要するスキル・知識

◆これらはすべての大学生にとって必要とされる。
◆大学側のみならず企業側の変革が不可欠。
◆総論についてはすでに厚労省「今後の労働関係法制度をめ

 ぐる教育の在り方に関する研究会」等で検討が進行中
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大学教育の「職業的意義」向上のための
 提言①

• 大学側

＊企業の人材ニーズの把握と、それに大学独
 自のメタ知識を付加することによる「職業的意
 義」の高い教育内容の構築と外部への明示。

not only「適応」, but also「抵抗」

＊「職業的意義」と「人間形成的意義」や「市
 民的意義」とのバランスをとった教育課程の
 設計。

例：楔形モデル
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大学教育の「職業的意義」向上のための
 提言②

• 産業側：人材要件の明示、企業内部と外部（大学等）におけ
 る人材育成の分担の切り分け

• 大学と産業との連携

＊教育内容の構築と「教育の場」の提供に関する密接な対話
 を

例：教育内容と関連するインターンシップ

＊大学教育の「職業的意義」を尊重し、ミスマッチを防ぐ丁寧
 な就職－採用活動を

例：在学中の就職－採用活動を抑制ないし禁止し、卒業
 後にじっくりと行なう就職－採用活動へ（→既卒者差別の防
 止にもつながる）
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